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	申込者
氏名
	ふりがな
	現住所
	電話　　　　（　　）　　　　　

	家族の状況（特定公共賃貸住宅に入居しようとする者及び別居の扶養親族）

	氏名
	続柄
	生年月日
（歳）
	同居別居の別
	 勤務先、電話番号
（学校名、学　年、自営業は職種）　　　　　
	所得金額
円
	控　除　対　象
（該当欄に○印を付けてください）

	
	
	
	
	
	
	は扶養親族　　　　
控除対象配偶者若しく
	特定扶養親族　　　　
	老人扶養親族　　　　
	寡婦（寡夫）　　　　
	障　 害　 者　　　　
	特別障害者　　　　
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	入居する世帯構成員数
合計　　　　名
	前年の所得金額
合計　　　　　　　　　　　　円

	申込の理由（できるだけ詳しく記載すること）

	

	

	

	・上記のとおり朝日町特定公共賃貸住宅に入居したいので、関係書類を添えて申し込みます。
・この申込書に虚偽の記載がある場合や、私若しくは同居しようとする者が暴力団である時は、申込みを無効とされても意義を申し立てません。
・入居決定後に私または入居者が暴力団であることが判明した場合は、速やかに住居を明け渡すことを誓約いたします。
・私と同居しようとする者の情報について警察に照会することに同意いたします。
　　
令和　　　年　　　月　　　日
　 朝日町長　鈴　木　浩　幸　　殿
申込者氏名　　　　　　　　　　　　印　　　　



（裏）
朝日町特定公共賃貸住宅入居所得基準
1.　所得算定方法（特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則第１条による。）
　①給与所得者（入居予定者全員分）の所得金額は「給与所得控除後の金額」
　　年間収入総額　－　給与所得控除　＝　給与所得控除後の金額
計　　（　　　　　　　　　　円）→Ａ
　　事業所得者（入居予定者全員分）の所得金額は「税当局の決定額」
計　　（　　　　　　　　　　円）→Ｂ
　②年間所得額の算定額（入居予定者全員分の合計所得金額）
　　給与所得控除後の金額（Ａ）＋　事業所得金額（Ｂ）－　控除合計額（Ｃ）＝　年間所得額（Ｄ）
（　　　　　　　　　  円）→Ｄ
※　所得金額に「遺族が受給している恩給と年金」は除き、「国民、厚生、農業者、船員保険及び共済の各年金」は含みます。
　③控除額合計の算定
	控除項目
	算式
	控除額

	控除対象配偶者若しくは扶養親族
	38万円　×　　　人
	　円

	特定扶養親族（16歳以上23歳未満）
	25万円　×　　　人
	円

	老人扶養親族（70歳以上）
	10万円　×　　　人
	円

	寡婦（夫）控除
	27万円　×　　　人
	円

	障害者（普通障害）
	27万円　×　　　人
	円

	特別障害者
	40万円　×　　　人
	円

	計
	
	円→Ｃ


　④月額所得算定
　　年間所得金額（Ｄ）　÷　12（月）　＝　　月　額　所　得
　（　　　　　　　　円）　　　　　　　（　　　　　　　　円）
2.　入居資格等（特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律施行規則第６条及び同第７条の規定による。）
	該当者
	所得基準
	自ら居住用件
	同居親族用件
	判定

	①原則階級に属する者
	15.8万円以上
25.9万円以下
	必要
	必要
	適・不適

	②知事の定める裁量階級に属する者
	25.9万円以上
48.7万円以下
	必要
	必要
	適・不適

	③所得の上昇が見込まれる者として、地方公共団体の長が定める基準に該当する者
	15.8万円未満
	必要
	必要
	適・不適

	④災害、不良住宅の撤去等の特別の事情がある場合で、地方公共団体の長が定める所得階層の者
	48.7万円以下
ただし、15.8万円以下の者にあっては、将来所得の上昇が見込まれる者
	不必要
	不必要
ただし、特別な事情に限る
	適・不適

	⑤同居親族がない若年単身向け賃貸住宅として、地方公共団体の長が定める所得以下の者
	48.7万円以下
ただし、15.8万円以下の者にあっては、若年単身者など所得の上昇が見込める者
	不必要
	不必要
	適・不適


※自ら居住用件　　現に一定水準の賃貸住宅に居住し、住宅に困窮まではしていないが、さらに良好な賃貸住宅に移り住むことを希望する者をも含む。（ただし、転貸、セカンドハウスとしての利用は不可）
※同居親族用件　　親族の範囲は、６親等内の血族、配偶者及び３親等内の姻族及び事実上婚姻関係と同等の事情に有る者その他婚姻の予約者を含む。
※不良住宅の内容　　不良住宅とは、民間の不良住宅だけでなく、公営住宅、公団住宅等で老朽化した住宅等の撤去も含まれる。
